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I. 序論
多国籍企業による対外直接投資の経済的諸影響について，これまで多くの
研究が行われてきた。しかし，既存の諸研究はどちらかといえばマクロ・レ
ヴェルでの展開に偏っており，ミクロ・レヴェルでの検討は数少ない。
最近，多国籍企業による直接投資の問題が独占禁止政策とのかかわりで論
じられている。その理由は，多国籍企業のもたらす経済的幣害と指摘される
ものの多くが，その超国家性，および寡占企業固有の独占的幣害から生じて
(1) 
いるからである。
多国籍企業の海外進出が，進出先の当該市場における競争秩序にいかなる
影響を及ぽすかを明らかにするために必要な分析用具は，直接投資論・貿易
論・産業組織論から得られよう。すなわち，是非とも国際経済学と産業組織
論との協力的展開が要請される。つまり，直接投資論と貿易論の総合を通じ
て多国籍企業の海外進出の決定因を，そして産業組織論から市場集中の決定
＊ 本論文は昭和56年度文部省科学研究費奨励研究囚， (No,5673004Jによる研究成
果の一部である。
(1) 多国籍企業の競争制限的行動及びその法的規制については，末尾の参考文献リ
スト・パー ト 1参照のこと。
多国籍企業と競争秩序：その理論と実証（田中） （215)43 
因をそれぞれ明らかにしながら，多国籍企業による直接投資がいかなる経緯
をへていかなる影響を産業組織に及ぼしていくのかが考察されうる。
これまで国際経済学と産業組織論は，前者は完全競争，後者は国内市場と
いった限定されたフレイムワークのなかで，互いに独立した発展をとげてき
た。しかし，貿易や直接投資を通じた，諸国民経済間の相互依存性が着実，
かつ急速に高まりつつある今日，産業組織政策上，ないし競争政策上，国内
(2) 
競争のみならず，国際競争がますます無視できない存在となうてくる。
筆者は別の機会に，国際貿易と産業組織について理論・実証の両サイドか
ら検討した（拙稿 C197釦，〔1980bJ,0981]，土井•田中 (1981]）また，前
稿（拙稿〔1982]）では直接投資と産業組織に関する理論的分析が展開され
た。そこで本論文では最近発表され始めた既存の実証研究を包括的に批判，
整理し，現在の研究段階に客観的評価を与えながら，今後の実証研究のあり
方を模索することを主たる目的とする。そして前稿と同じく，対内直接投資
の産業組織に及ぽすインパクトに限定し，対外直接投資の産業組織へのイン＇
(3) 
パクト（フィードバック効果）は，ここでは取扱われない。
(4) 
]I．理論分析
(1) 直接投資の産業特性・企業特性
対内直接投資の国内産業組織に及ぽす影響を検討する上で，直接投資パタ
ーンに関する既存の実証研究成果が重要な手がかりとなろう。それらを要約
(2) OECD (1979]で， 産業集中の分析における国際競争要因の重要性が初めて，
公けに指摘されたが，どういう訳か，そこでは国際貿易のみが取上げられ，直接
投資については言及されていない。産業組織，競争の観点から，直接投資を論じ
た先駆的研究はケイヴズ (1971]によってなされた。
(3) 後者に関する既存の諸研究については末尾の参考文献リスト・パートWを参照
のこと。
(4) 詳細については拙稿〔1982]を参照のこと。なおこの分野に関する既存の諸研
究については，末尾文献リスト・パート I参照のこと。
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すれば次の様である。
第1に多国籍企業が少数の先進諸国に集中している。第2に多国籍企業の
進出先の多くは先進諸国であり，水平的直接投資の場合なおのことそうであ
る。従って先進諸国間の産業内貿易と同様に相互交流がみられる。第3に多
国籍化は製造業が中心であり，研究開発・資本・広告集約度の高い特定産業
部門に受入国側からみても投資国側からみても偏ってみられる。第4に直接
投資はそのほとんどが大企業によって行われ，少数の企業によってその大部
分が占められる。直接投資産業は集中度の高い産業に属する傾向にある。こ
のことは投資国・受入国双方にあてはまる。第6に対外投資産業は国際貿易
が以前から，あるいは現在重要なウエイトをもっている産業に多い。
かくして以上の経験的事実は，産業組織の観点から注目すべき直接投資の
産業特性，企業特性を描き出す。すなわち，その産業特性は，高位集中・高
位参入障壁産業であり，一言でいえば差別化寡占産業である，ということで
ある。芦らにその企業特性は，第1に親会社，子会社のいずれも企業規模が
相対的に大きいこと，そして第2に資本・広告・研究開発集約度が高水準で
あること，に求められよう。
(2) 対内直接投資と産業組織
さて対内直接投資の国内産業組織に及ぽす影響は基本的には以下の 3つの
視点から明らかにされよう。第1に外国企業と国内企業との間で新規参入の
決定要因がいかに異なりうるか。第2に国内企業と外資系企業との間で国内
市場における企業行動（競争戦略）に差異がみとめられうるか。第3に外国
企業の国内市場への進出に対して，国内企業・外国企業両者を含む他の競争
企業がいかなる反応を示すか。これらの 3つの問に対して，多国籍企業の巨
大性と多国籍性，ないしは超国家性という国内企業にない優位性がいかなる
かかわりを示すのかを検討することが肝要である。
まず第1の問から論証をはじめると，国内企業と遮って外国企業は参入障
壁の高さにほとんど無反応であり，産業成長は国内企業よりむしろ外国企業
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にとって参入誘因たりえる。つまり，多国籍企業は，国内企業と異なりその
(5) 
巨大性・多国籍性に基づいて種々の参入障壁をのりこえることができる。い
いかえると多国籍企業は，高位参入障壁産業にとって唯一の浩在的参入者た
りえる。従って外国子会社の国内市場への参入は，活発な競争行動と市場成
果の改善をひきおこすものと期待されよう。
しかし多国籍企業が高位参入障壁産業において有利な参入者であることは
両刃の剣である。外国企業が国内企業よりも既存の参入障壁に強いことは，
(6) 
同時に新しい参入障壁を創出することも得意とすることに通じよう。このよ
・うに考えてみると，外国子会社の参入は直接，ないしは短期的には集中度を
引下げ，市場成果を改善するのに役立つ場合でさえ，長期的にはむしろその
逆の作用をするとも考えられる。
次に国内企業と多国籍企業の市場行動面での差異について論じよう。この
場合，先述の多国箱企業の特性のうち，その巨大性よりもむしろ多国籍性が
強く作用すると思われる。多国籍企業はいまやリスクの分散をはかることが
可能であるから，子会社は国内企業と比べてそれ程リスク回避的な行動をと
らないことを意味する。かくして競争秩序にプラスの影響を及ぽすと考えら
れる。さらに多国籍企業は外国市場に関する情報をより多く，より確実に入
手可能であるから，共謀・制限的行動の度合が国内企業よりも少ないかも知
れない。
とはいえ，多国籍企業の巨大性・超国家性に基づいた，のっとりやトラン
スファー・プライシングなどの略奪的企業行動により競争が阻害する可能性
(7) 
を全面的に否定するわけではない。
(5) 多国籍企業が国内企業と異なり，種々の参入障壁をのりこえられる経済的理由
については OECD(1977) pp. 13-1“全照のこと。 ‘ 
(6) この点について，多国籍企業の優位性を製品の差別化に求めて，多国籍企業が競
争促進効果と競争阻害効果のいずれももちうる，という議論はケイヴズ〔1973〕
にみられる。
(7) 多国籍企業の制限的商慣行については小原〔1977b)pp, 108-117, 矢部
〔1977]，菊地〔1972),Kronstein (1971), OECD (1977). pp.17-34参照。
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多国籍企業の競争秩序に及ぽすインパクトがその新規参入の形態如何によ
ることはいうまでもない。合弁会社設立の場合には，外国企業と現地企業と
が港在的， もしくは現実的に競争関係にあれば競争阻害効果をもつであろ
う。合併・買収による進出は浩在的競争者を排除するものであり，すでに輸
出競争が行われていた国内企業とのそれは競争単位そのものの減少を意味し
よう。しかし，外国企業による買収・合併行為が限界企業との間で行われる
場合には，市場構造の保持もしくは整序にとどまり，少なくとも競争阻害効
果をもたらさないであろう。
最後に市場構造の安定性に議論を移そう。これに関連してしばしば指摘さ
れることは， 外国企業の進出に対抗して国内産業の再編成が行われるなら
ば，外国企業の進出は競争単位の増大に結ぴつかず，国内集中度を引上げ市
場成果に不利な影響を及ぼすことになる，という点である。しかし，こうし
た主張は短絡的かつ静学的な議論から導かれたもので，誤まりである。
というのは， 対抗的な合併行為などを通じる国内産業の再編成それじた
い，外国企業の新規参入を制約する条件とはならず，また集中度の引上げを
招くとは限らないのである。すでに述べたように，外国企業は国内企業と異
なり，利潤率・需要成長といった参入の誘因に対してポジテ，ィヴな反応をす
る。さらにまた，国内産業が寡占体制下にあるとき，その寡占企業間の相互
依存性は外国との競争（企業進出）に直面して，競争行為に走るよりむしろ
マーケット・シェアのあけわたしに傾く可能性を示唆する。このことは水平
的直接投資の産業特性でもある差別寡占市場においてよくあてはまる事柄で
ある。
かくして，外国企業の国内市場への参入に伴う国内競争秩序に及ぽすイン
，，しクトとのかかわりで重要なのは，国内の競争企業よりもむしろ外国の競争
企業，すなわち受入国よりも投資国における競争企業の反応である。
もし，多国籍企業が指導的企業追随戦略をもって対外事業活動を行うなら
ば，受入国において外国企業の生産シェアは増加しても集中度は減少するケ
ースがおこりうる。多国籍企業の寡占反応の程度は海外市場における収益性
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とその市場の成長率と密接な関係にある。
とどのつまり，多国籍企業の進出に伴い，受入国当該産業において対抗的
な産業再編成策が構じられようと，需要の増大が予想される限り，外国企業
の自由な参入が制限されることにはならないのである。
以上，直接投資パクーンに関する実証分析から指摘された直接投資の産業
特性・企業特性を産業組織の観点からの3つの問題毎に検討し，多国籍企業
と競争秩序に関する先験的諸命題の導出に努めてきた。しかし，未だ検討さ
れていない直接投資の特長が残されている。それは地域集中ー相互交流に関
する第2の特長である。水平的直接投資の特長の一つとして相互交流が存在
する。それはしばしば「防衛的投資」と呼ばれる。それはいわば「寡占市場
構造の輸出」に等しいが，直接には受入国市場における集中度を引下げる役
割を果すであろう。しかし，本国及び受入国における寡占企業間の相互依存
の必要性を隠識させ，暗黙の相互協調的行動を生じさせ，正式のカルテルに
(8) 
とって代り，市場成果を悪化させる可能性も否定できない。
(9) 
m．実証分析
(1) 単純な比較分析
対内直接投資の市場構造・市場成果に及ぼす影響に関して，前節での検討
の結果，一義的な判断を許さないまでも，条件付きの命題の導出の段階にま
で至った。この問題はすぐれて実証分析になじむ性格のものであり，理論分
析から得られた諸命題もまた，経験的検証をへてこそ確立すべき性質のもの
である。しかし，この種の実証分析はまだ緒についたばかりであり，既存の
(10) 
諸研究は数少ない。
(8) OECD (1977J, pp. 15-16, ヴァー ノン (1974]参照。‘
(9) この分野に関する既存の諸研究については，末尾文献リスト・パート 1[を参照
のこと。
(10) 各国に関する実証成果はバーマン Cl970J,pp. 44-60, OECD (1977J, p.17, 
ロー ル (1980〕・ pp.37-44によって紹介されている。
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外国企業の新規参入の産業組織に与える影響について経験的事実を明らか
(11) 
にする作業は，まず単純な比較分析から始められよう。
産業内における外資系企業と国内企業との間での利潤率格差，規模格差，
ないしは主導企業グループ内での外資系企業のウエイトに着目し，販売•生
産・雇用シェアなどの集中度と利潤率の観点から外資系企業の産業内・産業
間分布，あるいは外資系企業の販売シェアと産業利潤率，産業集中度と外資
系企業のシェアとの系列相関の程度を検討することは，確かに基礎的な分析
として無視できない。
こうした類の実証分析から指摘された経験的事実は，第1に外資系企業は
国内企業に比して，概して企業規模が大きく，より高水準の利潤を獲得して
いる点である。そして第2の指摘は外資系企業の参入集中度及びトークル・
(11) カナダについて， カナダ産構審〔1968J, pp, 81-88, イギリスについてはク・
ニング〔1958J, スチュア［1971J,〔1973J, オーストラリアについてプラッシュ
〔1966〕，ケニアについてランドン〔1981J，インド・コロンビアについてロール
〔1976J, 中央アメリカについてウィルモア〔1976Jの研究がある。 日本につい
ては，関口•松葉〔1974J, 馬場〔1974〕， 植草〔1982J, pp, 139-148の研究が
ある。 しかし，馬場〔1974Jは何ら明瞭な成果を得ていない。それは著者自ら
述べているように (p.209)，本格的な資本自由化措置がとられて間もない期間
(1967~1970年）のデークに依拠していることに起因すると思われる。一般に新
しい子会社程低利潤にとどまる傾向にあろう。植草〔1982Jはその限りで馬場の
研究の不充分さを補ってはいるが，やはり明瞭な結果を導くに至っていない。そ
の内容そのものに直接かかわりはないが，植草教授の認識に幾分ミスリーディン
グな箇所がみうけられる。第1に1964年以降， OECDへの加盟によって対内直接
投資が急増したとされているが， 1964~1967年の間は円ベース制度が廃止され，
1967年6月の第1次資本自由化措置までは対内直接投資にほとんど進展はみられ
ない。設立件数・総額のいずれでみてもむしろ 1955~1966年の間が漸増期であ
り，急増期は1967年以降である。また馬場 (1974〕と植草〔1982Jの研究成果
は，いずれも外資系企業シェアと産業集中度に明確な関連はない，という点で一
致するが，前者は外資系企業と某占産業の関連は見い出せなかったのに対して，
後者はその関連の発見に一応成功している。この相遮点について植草教授は馬場
教授が，ハーフィンダール指数を用いたため，寡占産業の定義があいまいにされ
たことに主たる説明を求めている。
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シェアが生産集中度の高い産業に偏りをみせている点である。
しかし，以上の成果は，実際には前節で述べた対内直接投資の産業特性・
企業特性を単に確隠したにとどまると思われる。対内直接投資が外国子会社
の相対的規模に応じて集中度に影響することは確かであろうが，子会社はそ
れより規模の大きい企業の一部であるから，子会社のシェアがその真の競争
力を充分に反映したものと必ずしもみなすことはできないであろう。ただこ
の点はやや超越的な批判にすぎるかも知れない。それより直接的なコメント
が寄せられよう。
まず始めに，外資系企業の利潤率が国内企業の利潤率より高い水準にある
ことから，外資系企業の参入は市場成果を悪化させると主張することは，間
遮いである。すでに前節でみたように，多国籍企業は集中度の高い部門に参
入する傾向にあり，それ故国内企業に対しては期待できない市場構造・市場
成果の改善をもたらしうるかも知れない。かくして，高利潤は，高位集中産
業故に生じたものであり，外資系企業固有の特質ではないかも知れない。
さらにたとえ外資系企業のシェアと集中度との間に比例的な関係がみられ
たにせよ，このことから直ちに外資系企業の参入の帰結として集中度の高ま
りが生じたと解釈することは，いささか早計にすぎる。集中度の高まりは多
国籍企業の参入がない場合でさえ上昇したかも知れない，また，多国籍企業
の高いシェアを引きおこす要因は国内企業がシェアを高める要因と同じであ
るかも知れない。このように，先の解釈が確立されたものでないことは，種
々の参入障壁に基づいて集中が進んでいる産業分野に，たまたま外国からの
直接投資がなされる可能性を果して否定できるかを考えるだけで明確になろ
ぅ。
(2) 回帰分析
比較分析より精緻化された分析として，外国子会社のシェアを産業利潤率
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(12) 
に回帰させてみる方法が考えられる。このクイプの諸研究のほとんどは，様々
なタームでのシェアが10％水準をこえる外国支配企業のみ考慮する形でのダ
ミー変数の導入によって，対内直接投資と利潤率に関する回帰分析を展開し
ている。直接投資変数に臨界水準を想定することは輸入競争と同様に “thr-
(13) 
eshold effect" を考慮する意味でリーゾナプルである。 ただし，そこでの
外国支配企業は外国企業の子会社であるものの全てを含み，その所有形態を
問わない点がいささか気になる。
この種の回帰分析の中でとりわけ注目されるのは， ローゼンプルース
〔1970Jの研究である。そこでは外国支配企業の選定基準として株式保有比率
50％水準が採用される。そして外国支配企業の販売シェア・集中度・各産業
の主導企業グループ内での外国支配企業のウエイトをそれぞれ，絶対水準・
相対水準（成長率）タームで回帰分析，並びに三分法により比較分析が展開
された。その結果，外国支配企業のシェアは絶対的にも相対的にも，集中水
準との間に明確な関係は確認されなかった。もちろん，低い外国支配比率と
低位集中，高位集中と高い外国支配比率が共存する産業部門はみうけられる
が，これらはむしろ例外であり，外国支配の程度が低いにもかかわらず，集
中度の高い部門は充分存在する。
(3) 直接投資と市場構造諸要素（構造方程式モデル）
以上で検討してきた実証分析は，対内直接投資の競争政策上のインプリケ
ーションをさぐる分析目的にとっては，実は二次的，ないしは予備的な考察
にすぎない。すでに明らかなようにそれらに内在する欠陥故に，確立した論
証に至っていないのである。肝要なことは， 直接投資企業のもつ構造的特
(12) アメリカについては有意な正（バグラトス＝ソレンセン 0976b]），カナダにつ
いては外国企業の販売シェアと集中度との間に有意な負（ケイヴズ0980J,chap. 
3)，イギリスについては有意でない（カリザデス＝シラージ 0974J), E E C諸
国については部分的に有意な負（パグラトス＝ソレンセン〔1976a])の回帰係数
値がえられた。カナダについては他にローゼンプルース 0970]参照のこと。
(13) 輸入競争の “thresholdeffect"については拙稿〔1979]参照。
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性，優位性の内容が受入口における市場構造諸要素に及ぼす影響の仕組みと
その程度に他ならない。
その意味でこれまで検討してきた比較的単純な実証分析は，共通してアキ
レスの踵（腱）を有する。対内直接投資の市場構造に及ぼす影響について，そ
れらは直接に外資系企業のシェアと集中度の関係をみようとする。例えば，
直接投資が産業の集中を強化するのか，それとも産業の高位集中が直接投資
をひきつけるのか，という，いわば鶏が先か，それとも卵が先かといった類
の議論がみうけられる。こうした議論はトートロジカルな性格が強いと思わ
れる。前者の問題はつまる所，直接投資が市場構造の決定要因にいかなる影
響を及ぽすかであり，後者は直接投資の決定因，いいかえると外国企業の優
位性の内容，もしくは外国企業の参入の決定因に関係する。
以上で明らかなように，直接投資の市場構造的決定因を明らかにした上で
分析に取りかからねば，議論の決着はつけがたいと思われる。よりつきつめ
ていえば，直接投資が投資国・受入国双方においてーより明確なのは前者に
おいてではあるが一集中産業と密接な結ぴつきを有していることを単なる表
面的な事実としてのみ理解することは正当ではない，ということである。企
業成長論的観点に立脚すれば，産業の集中化をもたらした要因と活発な直接
投資活動をひきおこした要因は同一の次元に属する，ということを隠識せね
(14) 
ばならない。
こうした認識に基づいた対内直接投資と産業組織に関する実証研究は，ほ
(15) 
んのわずかしかみとめられない。
さて実証分析に関する第2の問題点は利潤率の尺度にかかわる。直接投資
の配分効率効果を正しく把握する上で外国企業の競争圧力の影響が及ぶの
(14) この基本的に重要な視点を正しく保持しているエコノミストとして， ケイヴ
ズ，プーゲル，ニッカーボッカー，ホースト，ハイマー等の名が挙げられる。
(15) マレーシアについてロール(1980),chap 1&3,カナダについてケイヴズ(1974),
(1980)， プラジル・メキシコについてコナー〔1977)，アメリカについてプーゲ
ル(1978)参照。プーゲル (1978)の実証成果については拙稿 (1980a)参照。
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は，産業全体の利潤率か，それともその産業に属する国内企業グループの平
均利潤率か，という問題である。
直接投資と産業組織に関する基礎的デークの整理から浮ぴ上った経験的事
実は，子会社の平掏利潤率が同一産業における国内企業の利潤率に比べて高
いことであった。しかし，それに引き続いた次の分析段階一回帰分析ーにお
いて観察対象となったのは産業の平均利潤率である。その場合明らかなよう
に，外国企業の参入とは無関係に別の要因から集中が高まっている産業に活
発な直接投資が行われているかも知れない蓋然性を否定できないであろう。
また集中度は，産業における企業数と企業規模に依存する。このことは直
接投資の配分効率効果をみる際，子会社の平均規模が国内企業に比して大き
いことが企業規模の産業間ミックスに依存しないことを明らかにする必要性
を強調する。ちなみにケイヴズ (1974]は，以上の諸点に注意を払い，利潤
率指標に国内企業の利潤率を用いるとともに，子会社と現地企業の相対的規
模も併せて考慮するという綿密な検証を展開した。
第3に，ひるがって考えてみると，外国子会社の参入数，もしくは子会社
の種夕の意味でのシェアで示される外国企業による競争圧力の程度と集中度
•利潤率との間にそもそも連続的な関係が期待できうるであろうか。
封鎖経済の下で集中度と利潤率の関係を考えるとき，両者の間に幾分かの
不連続性がみとめられることは周知の事実であろう。二分法的な，やや極端
な表現を用いれば，高位参入障壁産業では両者の間に一貫した関係が見い出
されうる。しかし参入障壁が低い産業においては，その関係は明瞭さに欠け
るであろう。このような封鎖経済の下で成立する不連続性は，開放経済の下
でもほぼ等しく妥当する（拙稿〔1979J)。かくして，直接投資水準がある一
定水準に達してはじめて利潤率に影響しうる。それ故直接投資の配分効率改
善効果が期待されうるのは，参入障壁，集中度がともに充分大きい産業と考
えられる。
さて， 直接投資の市場構造的決定因に議論を戻すと， ロール ((1980],
chap.1)が示唆深い。 ケイヴズ ((1980J, chap. 4)も同様の分析を行って
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はいるが， ほとんど有意な結果は待られていない。先に述べた正しい認識
の下での実証分析の展開は， ロール〔1980〕， ケイヴズ〔1980〕， プーゲル
〔1978〕にみられるにとどまる。
ロールは外国企業の存在が市場構造（集中度）に及ぼす独立した影響の程
度，さらには消費財産業と非消費財産業との間で外国企業の存在が市場構造
の決定因に及ぼす影響の差異を明確にするため，各産業毎のサプサンプルを
用いた多変量回帰分析を行なった。その検証結果によれば，直接投資は両部
門でともに集中度を引き上げはするが， 非消費財部門でより強い作用をす
る。
一方ケイヴズの統計的検証によれば，外国子会社の存在は長期的にも（子
会社のシェア），短期的にも（子会社の参入数の成長率），配分効率効果を改
善せしめる。第2に，子会社の獲得している規模の経済に依存するが，その
配分効率効果は子会社の相対的規模と正の相関関係にある。第3に直接投資
の競争促進作用は高位集中産業で明瞭である。第4に直接投資の市場成果に
及ぽす影響について，臨界水準， もしくは ‘‘thresholdeffect"が存在する。
いまや明らかなように，両者の導いた結論は全く対照的である。それは一
方は開発途上国，他方は先進国という遮いはあるにせよ，そこで用いられて
いる利潤率指標の相蘊に由来するかも知れない。いずれにせよ多国籍企業
の進出が進出先の当該市場における競争を促進させるのか，それとも阻害
するのか， という点についてどちらともいえないというのが硯状である。
w．結論
理論分析はともかくとして実証分析に関して得られた結論は次の様であ
る。
第1に多国籍企業の競争圧力は，子会社の相対的規模にも依存し，適切な
代理変数の問題に関係してくる。第2に，直接投資の配分効率効果の指標と
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してより適切なものは，産業の利潤率でなく国内企業のそれである。第3に
とはいえ直接投資水準と利潤率との間に，必ずしも連続的な関係を先験的に
予想することは出来ない。第4に多国籍企業の競争秩序に及ぼすインパクト
を考察する場合， クロスセクション分析よりもむしろ時系列分析が適切であ
る。第5に産業の性格によって市場構造の支配的な決定要因が変化し，外国
企業の保有する優位性の内容に差異が生じる以上，全サンプルのみならず，
サブ・サンプルを用いて実証する必要があろう。
ともあれ，この分野での研究は著しくたちおくれており，本論文で指摘さ
れた諸点に留意しながら，より一層の精緻化された実証分析のつみかさねが
要請される。
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